








































































































































勤め先 事業・内 他の経常 特別収入 可処分
収入 世帯主 配偶者の 他の世帯 職収入 収入 財産収 社会保 所得
収入 収入 員の収入 入 障給付
定期収入 臨時収入 （うち女）
賞与
1951 16，53215，528 13，793 12，3841 96
??735 250 754 14394 14，917
55 29，169 27，08024，065 20，9093，124 395 2，620 610 1，479 359 332 25，896
実　　60 40，89538，18534，05127，4466，536 893 3，241 912 1，798 586 286 37，708
65 65，14160，73954，11142，78711，259 2，823 3，8051，478 L309697 3961，61559，557
数　　70 112，949105，468 94，63270， 1224，4495，094 5，787 3，198 1，656732 6592，626 103，634
75 236，152 222，455 198，316 149，450 48，86615，294 8，84 4，5092，9091，059 1，586，199215，509
（円　　80 349，668 330，587293，362 226，117 67，245 24，39712，828 5，889 5，018 1，326 3，3758，191305，549
） 85 444，846 419，610 367，036 284，330 82，705 35，67716，897 6，388 7，9071，364 6，17110，940373，693
90 521，757 490，626430， 70 332，02698， 44 44，1015，8545，216 14，8861，59312，826 11，030440，539
95 570，817 536，458 467，799 374，1483，651 54，484 14，013 4，035 17，40888016，03712，917482，174
1951 100．0 93．9 83．4 74．98 4 10．5 1．5 4．8 0．9 0．6 90．2
55 100．0 92．8 82．5 71．70．7 1．3 9．0 2．1 5．1 L2 1．1 88．8
60 100．0 93．4 83．367．1 16．0 2．2 7．9 2．2 4．4 1．4 0．7 92．2
構　　65 100．0 93．283．1 65．7 17．3 4．3 5．8 2．3 2．0 1．1 0．6 2．5 91．4
成　　70 100．0 93．483．8 62．2 21．64．5 5．1 2．8 1．5 0．6 0．6 2．391．8
比　　75 100．0 94．2 84．0 63．3 20．76．5 3．7 1．9 1．2 0．4 0．7 2．6 91．3
80 100．0 94．5 83．9 64．419．2 7．0 3．7 1．7 1．4 0．4 1．0 2．3 87．4
（％　　85 100．0 94．3 82．5 63．918．6 8．0 3．8 1．4 1．8 0．3 1．4 2．5 84．0
） 90 100．0 94．0 82．5 63．6 18．9 8．5 3．0 1．0 2．9 0．3 2．5 2．1 84．4



































































株式 739，360　　（6．1）5，066，588　　（21．0） 一　　（一） 222，665　　（6，0）
その他 3，300　　（0．0） 3，488，778　　（14．5） 241，433　　（5．6） 239，747　　（6．4）
金融負債残高B 3，695，625 6，005，218 1，158，877 291，669
純金融資産残高A唱 8，395，888 18，128，968 3，167，835 3，436，969
1人当り円換算比較
i単位千円）
金融資産残高C 9，618 9，054 7，361 4，552
金融負債残高D 2，940 2，253 1，972 356
純金融資産残高
b－D 6，679 6，801 5，389 4，196












































































































































1947－49 6Ll61．76 4．66 2．3210．82 2．08 6．31 5．98 1．96 2．94
1953－55 50．05 2．83 5．65 2．0212．53 2．71 5．67 5．43 1．6411．10
1956－58 44．40 3．94 5．56 2．97 11．94 3．20 5．47 2．19 1．96 18．37
1959－61 41．44 4．20 5．84 4．5912．10 3．26 6．09 2．25 2．0418．23
1962－64 38．60 4．41 5．11 4．86 12．38 3．33 6．56 2．41 2．8719．46
1965－67 37．41 4．31 4．88 4．4411．30 3．73 6．93 2．48 3．9420．57
1968－70 34．72 4．65 4．47 5．3410．95 2．91 7．49 2．63 4．8821．96
1971－73 32．64 4．86 4．33 5．41 9．72 2．60 8．29 2．66 5．8623 17
1974－76 32．06 4．91 4．42 5．009．29 2．02 8．36 2．53 6．1124．48
1977－79 30．31 4．66 4．82 4．55 8．40 3．36 8．38 2．58 7．6425．54
1980－82 28．68 4．61 6．13 4．21 7．56 3．70 8．54 2．52 8．3425．70
1983－85 27．28 4．66 6．46 4．20 7．093．91 8．75 2．55 9．0325．94
1986－88 26．10 4．88 5．92 4．11 7．17 4．27 9．11 2．61 9．3126．51
1992－94 24．38 5．73 5．69 3．85 6．66 4．61 9．92 2．88 9．6626．62






















年 電気冷蔵庫 電気洗濯機 電気掃除機 テレビ 乗用車 エアコン VTRパソコン
白黒 カラー
1958 3．2 24．6 15．9
1961 17．2 50．2 15．4 62．5 2．8 0．4
1964 38．2 61．4 26．8 87．8 6．6 1．7
1967 69．7 79．8 47．2 96．21．6 9．5 2．8
1970 89．1 91．4 68．3 90．2 26．3 22．1 5．9
1973 94．7 97．5 85．265．4 75．8 36．7 12．9
1976 97．9 98．1 92．742．2 93．7 44．0 19．5
1979 99．1 99．0 95．7 26．9 97．854．6 35．5 2．0
1982 99．5 99．3 96．917．4 98．9 62．0 42．2 7．5
1985 98．4 98．1 97．4 99．1 67．4 52．3 27．8
1988 98．3 99．0 98．2 99．0 71．9 59．3 53．0 9．7
1991 98．9 99．4 98．7 99．3 79．5 68．1 71．5 11．5
1994 97．9 99．3 98．3 99．0 79．7 74．2 72．5 13．9
1995 97．8 99．0 98．3 98．9 80．0 77．273．7 15．6



































































年次 1970 19751980 19901995 1998
産業 （昭45） （昭50） （昭55） （平2） （平7） （平10）
全　産　業 5，094 5，223 5，5365，807 6，4566，514
第1次産業 886 611 577 509 367 343
（17，4） （12．7） （10．4） （8．8） （5．7） （5．3）
第2次産業 1，791 1，841 1，926 1，992 2，125 2，050
（35．2） （35．2） （34．8） （34．3） （32．9） （31．5）
第3次産業 2，409 2，701 3，020 3，2833，904 4，085

















年　　次 総 人　口（千人） 人口増 年齢 3区分別人口構成比
（昭和・平成） 総数
?
女 加　率 0～14歳 15～64歳65歳以上
1930（5） 64，450 32，390 32，060 1．56 36．6 58．7 4．8
1935（10） 69，254 34，734 34，520 1．38 36．9 58．5 4．7
1940（15） 71，933 35，387 36，546 0．78 36．1 59．2 4．7
1945（20） 72，147 一2．29 36．8 58．1 5．1
1950（25） 83，200 40，812 42，388 1．74 35．4 59．7 4．9
1955（30） 89，276 43，861 45，415 1．17 33．4 61．3 5．3
1960（35） 93，419 45β78 47，541 0．84 30．0 64．2 5．7
1965（40） 98，275 48，244 50，031 1．13 25．6 68．1 6．3
1970（45） 103，720 50，918 52，802 1．15 23．9 69．0 7．1
1975（50） 111，940 55，091 56，849 1．24 24．3 67．7 7．9
1980（55） 117，060 57，954 59，467 0．78 23．5 67．3 9．1
1985（60） 121，049 59，496 61，5520．62 21．5 68．2 10．3
1990（2） 123，611 60，697 62，914 0．33 18．2 69．5 12．0
1995（7） 125，570 61，574 63，996 0．20 15．9 69．4 14．5
1998（10） 126，486 61，919 64，5680．25 15．1 68．7 16．2
一
2007（19） ＊127，782 62，418 65，364 0．02 14．3 65．0 20．7
2020（32） 124，133 60，30063，833 一〇．44 正3．7 59．5 26．9
2030（42） 117，149 56，694 60，455 一〇．66 12．7 59．3 28．0
2070（82） 83，773 40，59943，175 一〇．87 13．5 56．5 30．0



















































































年　　次 市部人口 人口集中地区 平均世帯































年　次 195519601965 1970197519801985 1990 1995
（昭和・平成） （30） （35） （40） （45） （50） （55） （60） （2） （7）
核家族世帯 59．6 60．2 62．6 63．5 63．9 63．3 60．059 5 58．7
其他親族世帯 36．5 34．7 29．2 25．422．3 20．7 19．017．2 15．4
非親族世帯 0．5 0．4 0．4 0．40．2 0．2 0．2 0．2 0．3



























年　　次 中学卒業者 高校卒業者 大学・短大への進学率
（昭和・平成） 進学率 就職率 進学率 就職率 含浪人
?
女
1955（30） 42．0 47．6 10．1 15．1 5．0
1960（35） 38．6 61．3 10．3 14．9 5．5
1965（40） 26．5 60．4 17．0 22．411．3
1970（45） 16．3 58．2 23．6 29．2 17．7
1975（50） 5．9 44．6 37．8 43．0 32．4
1980（55） 3．9 42．9 37．4 41．3 33．3
1985（60） 94．1 3．7 30．5 41．1 37．6 40．6 34．5
1990（2） 95．1 2．8 30．6 35．2 36．3 35．2 37．4
1995（7） 96．7 1．5 37．6 25．6 45．2 42．9 47．6

































































年　次 短期大学 4年制大学 男　子 女　子 専門学校
（昭和・平成） 男子 女子 男子 女子 （短大＋4大） （短大＋4大） 男子 女子
1960（35） 1．2 3．0 13．7 2．5 14．9 5．5
1965（40）1 1．7 6．7 20．7 4．6 22．4 11．3
1970（45） 2．0 11．2 27．3 6．5 29．3 17．7
1975（50） 2．6 19．9 40．4 12．5 43．0 32．4
1980（55） 2．0 21．0 39．3 12．3 41．3 33．3 7．5 13．8
1985（60） 2．0 20．8 38．6 13．7 40．6 34．5 10．2 14．4
1990（2） 1．7 22．2 33．4 15．2 35．2 37．4 15．4 16．7
1995（7） 2．1 24．6 40．7 22．9 42．9 47．6 16．9 18．9






















ﾈ学 理学部 工学部 農学部 保健 家政 教育 芸術
教　養
ｻの他
1952 23．8 4．2 2．4 0．6 0．7 9．4 9．9 43．1 3．8 1．9
1962 41．9 4．4 2．3 0．5 0．7 9．1 9．4 23．8 6．4 1．5
1972 36．8 13．1 2．1 0．8 1．4 8．0 8．7 19．5 7．0 2．7
1982 35．6 14．5 2．4 1．7 2．0 9．2 8．17．7 7．2 1．7
1992 36．3 19．1 2．3 2．5 2．4 8．5 6．8 14．5 5．9 1．8
1996 32．2 26．8 2．6 4．8 3．4 7．7 4．9 10．6 5．1 2．0
（資料）文部省『学校基本調査報告書』より抜粋
（4）独立志向の女性の増加
　女性の高学歴化や専攻学部の変化などに伴って，企業では専門職や管理職となる女性が増え，
また，小中学校の教師，薬剤師などは女性が比較的に多い職種となり，医師，歯科医師，公認
会計士，弁護士などの専門職や資格職として働く女性も増加してきている。こうした領域で社
会に進出している女性の多くは，仕事中心と考え，自分の能力，技能，資格を生かして，より
自己実現を果たしていくことを就業の目的としている。こうした独立志向の女性の増加は，
　①安定した所得が得られので，その経済的地位を向上させ，家庭や結婚に対する意識改革を
もたらす
　②独身と結婚の経済的利益を比較すると前者の利益が優先するようになり，女性の晩婚化，
未婚率や離婚率の上昇をもたらす
　③家庭電化製品の普及，家事代替サービス産業の発展，スーパーマーケット，コンビニエン
スストア，通信販売，加工食品や調理済食品の増加，など商品や商業機関の発展などとの相互
依存関係を促進する
　ことにもなる。
　こうした傾向は，家庭経済構造の中に単独世帯の比重を高め，消費構造の高度化・多様化を
益々促進する要因となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未　完）
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VIおわりに
　はじめに指摘したように，本稿は消費者を国民経済の一構成要素と把え，その消費活動とこ
れに影響する諸要因について若干の考察を試みようとしたものである。しかし，本稿は取り上
げている視点や諸要因についても未整理の部分が多く，その考察も不十分である。また，本稿
は，もともと，論叢に発表することを想定して記述したものではなく，したがって，論文とし
ての体裁を整えたものともなっていない。
　こうしたところから，今の段階で，本稿を商学論叢に掲載することには大いに躊躇されると
ころであるが，諸般の事情により，敢えて掲載のお許しをお願いしたものである。
